























主査  早稲田大学教授 今関源成 
      早稲田大学教授 戸波江二 






 早稲田大学法学部助手 波多江悟史氏は、早稲田大学学位規則第 7 条第 1 項に基づき、
2016 年 10 月 5 日、その論文「ヨーロッパの放送の自由」を、早稲田大学大学院法学研究
科に提出し、博士（法学）（早稲田大学）の学位を申請した。後記の審査員は、同研究科の













序  １関心 ２対象 ３構成 
第１章 ドイツ 
第１節 独占秩序の展開 １放送の特殊事情 ２意見形成の自由 ３小括 
第２節 二元秩序の成立 １商業放送の自由 ２第四次放送判決 ３小括 
第３節 二元秩序の展開 １基本供給の理論 ２機能保障の理論 ３小括 
第４節 小括 
第２章 フランス 
第１節 独占秩序の展開 １公役務の任務 ２公役務の組織 ３小括 
第２節 二元秩序の成立 １公的部門 ２多元主義 ３小括 
第３節 二元秩序の展開 １公共放送の強化 ２言論活動の自由 ３小括 
第４節 小括 
第３章 イタリア 
第１節 独占秩序の展開 １放送独占の理念 ２放送独占の限界 ３小括 
第２節 二元秩序の成立 １商業放送の条件 ２商業放送の導入 ３小括 
第３節 二元秩序の展開 １商業放送の規制 ２公共放送の保障 ３小括 
第４節 小括 


































放送の歴史的展開については、1960 年代から 1970 年代にかけて公共放送の独占秩序
が展開する時期（信託原理の形成期）、1980 年代において商業放送が放送秩序に導入さ













































































第 1 節では、独占秩序の展開に関して、1964 年 6 月 27 日法、1972 年 7 月 3 日法、













第 2 節 社会党政権下の 1982 年 7 月 29 日法によって商業放送の可能性が認められ、
フランスにおいても二元秩序が成立する。憲法院はこれを容認した（1982 年 7 月 27 日
判決）。その後コアビタシオン期に保守内閣が 1986 年 9 月 30 日法によって公共放送の

















































第 1 節では、独占秩序を合憲とした 1960 年判決、逆に違憲判断を下した 1974 年 225





































第 3 節では、1990 年代以降の二元秩序の展開が、商業放送に対する規制（1990 年法、







































































































































































8 頁注 4 
12 行目 
Qauritsch Quaritsch 
27 頁注 27  
5 行目 
apres Après 
44 頁注 83 
7 行目 
rechits Rechts 
75 頁注 49 
4 行目 
legislation Législation 
79 頁注 115 
3 行目 
相違する 異にする 
同 8 行目 確認することができる 確認される 
87 頁 22 行目 希少性 稀少性 




下から 8 行目 
１行空き つめる 
 
 
以上 
 
